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３．２ 合流式下水道に関するアンケート結果 
 

 本資料は、１９２都市の合流式下水道の諸元に対する調査を行い、合流式下水道の実態の把握

を行った。また、アンケート対象は公共下水道のみである。 

 

表３－２ 合流式下水道実施都市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県名 都　　　　　　　市　　　　　　　名
北海道 札幌市，函館市，旭川市，室蘭市，釧路市，帯広市，北見市，岩見沢市，苫小牧市，江別

市，紋別市，士別市，名寄市，千歳市，滝川市，恵庭市，白老町
青森県 青森市，弘前市，八戸市
岩手県 盛岡市，釜石市
宮城県 仙台市
秋田県 秋田市，能代市
山形県 酒田市
福島県 福島市，郡山市，いわき市，原町市
茨城県 水戸市，土浦市，ひたちなか市
栃木県 宇都宮市，足利市，佐野市，小山市
群馬県 前橋市，高崎市，桐生市，太田市，伊香保町
埼玉県 川越市，熊谷市，川口市，さいたま市，行田市，秩父市，所沢市，飯能市，東松山市，上尾

市，蕨市，戸田市，鳩ヶ谷市，久喜市
千葉県 千葉市，市川市，船橋市，木更津市，松戸市，佐原市，茂原市，習志野市，柏市，君津富

津広域下水道組合
東京都 都区部，八王子市，立川市，武蔵野市，三鷹市，府中市，調布市，小金井市，小平市，東

村山市，国分寺市，国立市，狛江市
神奈川県 横浜市，川崎市，横須賀市，平塚市，藤沢市，茅ヶ崎市，逗子市，相模原市，厚木市，大

和市
山梨県 甲府市
長野県 松本市
新潟県 新潟市，長岡市，見附市，燕市
富山県 富山市，高岡市
石川県 金沢市，小松市
福井県 福井市，武生市
岐阜県 多治見市
静岡県 静岡市，浜松市，沼津市，清水市，伊東市
愛知県 名古屋市，豊橋市，岡崎市，一宮市，津島市，刈谷市
三重県 津市，四日市市
滋賀県 大津市
京都府 京都市，福知山市
大阪府 大阪市，堺市，岸和田市，豊中市，池田市，吹田市，泉大津市，高槻市，守口市，茨木

市，八尾市，寝屋川市，松原市，大東市，柏原市，門真市，摂津市，藤井寺市，東大阪
市，四条畷市，泉北環境整備施設組合

兵庫県 神戸市，姫路市，尼崎市，明石市，西宮市，芦屋市，伊丹市，加古川市，高砂市
奈良県 奈良市，大和郡山市
和歌山県 和歌山市
鳥取県 鳥取市，米子市
岡山県 岡山市，倉敷市
広島県 広島市，呉市，福山市，大竹市
山口県 宇部市，徳山市，防府市，下松市，岩国市，小野田市，長門市，和木町，小郡町
徳島県 徳島市
香川県 高松市，丸亀市，観音寺市，津田町
愛媛県 松山市，今治市，八幡浜市，川之江市，
高知県 高知市
福岡県 北九州市，福岡市，大牟田市，飯塚市，古賀市，新宮町
熊本県 熊本市，玉名市，本渡市，山鹿市
宮崎県 宮崎市，都城市，延岡市，日南市
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３．２．１ 全国の合流式下水道の諸元 
（１）計画面積及び吐口 

  
合流式下水道の計画面積は全国で約 227 千 ha となっており、吐口は、約 3,200 カ所である。 

 
 

 表３－３ 合流式下水道と分流式下水道の都市数及び計画面積 

項目 合流式 分流式 合計 

都市数 192 2,027 2,219 

処理面積（千 ha） 227 1,389 1,616 
                            資料：「国土交通省調査」 

 

表３－４ 計画処理面積と吐口数 

 東京都及び政令指定 

都市(13 都市) 
一般都市 計 

１）合流式処理区域面積 

自然排水区 

ポンプ排水区 

 

57,530 ha 

71,255 ha 

 

50,301  ha 

47,666  ha 

 

107,831  ha 

118,921  ha 

計 128,785  ha 97,967  ha 226,752  ha 

２）ＣＳＯの箇所数 

自 然 吐口 

ポンプ施設 

水処理施設 

 

1,501  箇所 

231 箇所 

71 箇所 

 

919  箇所 

 313  箇所 

166  箇所 

 

2,420  箇所 

544  箇所 

237  箇所 

計 1,803 箇所 1,398 箇所 3,201 箇所 
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（２）整備面積 

  
 合流式下水道の整備面積は，100～500ha未満の面積を持つ都市が 86 都市（45％）を占めて
おり最も多い。整備面積が小さい都市は，人口規模の小さな都市が多く，整備面積が大きくな
ると大都市の割合が増える傾向にある。 
 

 

表３－５ 合流式下水道の整備面積と都市数 

整備面積 都市数 
比率 
(％) 
該当都市の 
総面積(ha) 

比率 
(％) 

0～100ha 未満 28 15 1,442 0.6 
100～500ha 未満 86 45 21,654 9.7 
500～1,000ha 未満 41 21 30,078 13.5 
1,000ha 以上 37 19 169,809 76.2 
合  計 192 100 222,983 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－６ 都市規模別整備面積 
項  目 0～100ha 未満 100～500ha 未満 500～1,000ha 未満 1,000ha 以上 
５万人未満 17 8   
５～10万人 7 24 1  
10～30万人 4 43 20 13 
30～50万人  8 15 11 
50～100 万人  1 5 2 
100万人以上  2  11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
0（３）事業区分別整備面積 

図３－１１ 都市規模別整備面積 
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図３－９ 都市数の比率 図３－１０ 整備面積の比率 
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 合流式下水道の実施都市を事業区分で見ると，約 70%が単独公共下水道，30%が流域関連公
共下水道で整備されている。また，整備面積で見ると，単独公共下水道区域は，合流式下水道
全体の約 82%を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
  

 

 

① 単独公共下水道 

 

 

 

 

 

 

② 流域関連公共下水道 

 

 

 

 

 

 

 

 主として，市街地における下水を排除し，

又は処理するために地方公共団体が管理す

る下水道で，終末処理場を有しているものを

いう。 

 主として，市街地における下水を排除し，

又は処理するために地方公共団体が管理す

る下水道で，流末を流域下水道に接続するも

のをいう。 

A町 

 C市 B市 

D市 

単独公共下水道

●

流入点 

流域下水道 

流域関連公共下水道 

図３－１２ 事業区分別都市数及び整備面積の割合 
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注）単独公共下水道 100ha 未満の事業計画及び流域関連公共下水道の事業計画については，都道府県が認可を行い，
単独公共下水道 100ha 以上の事業計画については，国が認可を行う。 

図３－１３ 事業区分のイメージ 
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※遮集倍率不明施設数＝156 ※遮集倍率不明施設数＝149

※遮集倍率不明施設数＝149 ※遮集倍率不明施設数＝315

計画遮集倍率（ポンプ場　全体計画）

0
21
35

261

25 29
6 2 4 1 2 2

0

50

100

150

200

250

300

１未
満 1～
2
2～
3
3～
4
4～
5
5～
6
6～
7
7～
8
8～
9
9～
10
10～
15
15以
上

遮集倍率（倍）

対
策
施
設
数

遮集倍率（ポンプ場　整備済み）

6

48

97

170

25 27
6 6 3 1 3 3

0

50

100

150

200

250

300

１未
満
1～
2
2～
3
3～
4
4～
5
5～
6
6～
7
7～
8
8～
9
9～
10

10～
15 15
～

遮集倍率（倍）

対
策
施
設
数

計画遮集雨水量（雨水吐口　全体）

56 14 86

1820

40
215
25 6 3 1 4 1

0
200
400
600
800
1000
1200
1400
1600
1800
2000

１未
満
1～
2
2～
3
3～
4
4～
5
5～
6
6～
7
7～
8
8～
9
9～
10
10～
15 15
～

遮集倍率（倍）

対
策
施
設
数

遮集倍率（雨水吐口　整備済み）

36
84

855 830

52 51 45 28 24 7
44 49

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

１未
満
1～
2
2～
3
3～
4
4～
5
5～
6
6～
7
7～
8
8～
9
9～
10
10～
15 15～

遮集倍率（倍）

対
策
施
設
数

（４）遮集倍率 

 対策施設毎の遮集倍率（整備済み）は，ポンプ場については 3～4 倍の遮集倍率が最も多く
約 43%となっており，雨水吐き室では２～３倍が最も多く約 41％を占めている。また，遮集
倍率が 3 倍を越えるものは，ポンプ場で約 62％，雨水吐き室で約 53％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）遮集倍率のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未処理放流 

合流管 

簡易処理 
放流 

高級処理 
放流 

高級処理 
施設 

遮集管 

河川等の 
公共用水域 

雨水吐き室  

未処理放流 

生活排水及び工場排水（晴天時下水） 
=1Q（時間最大） 

計画下水量 
合流式の下水管は汚水と 
確率年に対応した雨水を 
排除できる断面である。 

遮集下水=汚水と遮集雨水を処理
場へ送水し，処理する。 

遮集雨水=降雨の一部 
を処理場へ送水し簡易 
処理する。 

簡易処理 
施設 

1Q（時間最大） 

nQ 

通常，遮集倍率は遮集下水を晴天時時間最大の倍数で表現しており，3Q 遮集で合流式下水道から放流される
汚濁負荷量が分流式下水道から放流される汚濁負荷量（汚水＋雨水）と同程度とされている（暫定指針）。 

図３－１４ ポンプ場と雨水吐口の対策施設の整備状況(遮集倍率) 

図３－１５ 遮集倍率のイメージ 図３－１５ 遮集倍率のイメージ 
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※遮集雨水量不明施設数＝16 1 ※遮集雨水量不明施設数＝18 0

※遮集雨水量不明施設数＝1 , 0 9 4 ※遮集雨水量不明施設数＝1 , 0 8 3
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（５）遮集雨水量 

 遮集雨水量（整備済み）は，ポンプ場及び雨水吐き室において 1mm/hr未満が最も多く，ポ
ンプ場で約 39%程度，雨水吐き室で約 50％を占めている。また，2mm/hrを越える遮集雨水量
を持っている施設は，ポンプ場，雨水吐き室共に約 30％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）遮集雨水量のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遮集管 

合流管 
越流せき 放流管 

公共用水域 

雨天時に越流 

○○㎜/hr 

2Q 分の雨水 

遮集雨水量 

1Q 分の汚水 高級処理 
汚水量の 3倍を
超える水量 

遮集雨水量とは処理場へ 
送水して処理可能な雨水量 

流域全体 
にならすと 

1時間あた
りの量 

晴天時下水や一定量の雨天時下水
を処理場へ送るための管きょ 

流域全体で 1時間
にたまった雨量 

計画遮集雨水量は，全国数箇所の都市における実態調査結果などの面から 2mm/hr 遮集で合流式下水道から放流
される汚濁負荷量が分流式下水道から放流される汚濁負荷量（汚水＋雨水）と同程度とされている（暫定指針）。

図３－１６ ポンプ場と雨水吐口の対策施設の整備状況(遮集雨水量) 

図３－１７ 遮集雨水量のイメージ 
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３．２．２ 未処理下水の年間放流状況 
 ポンプ場における未処理下水の年間放流状況は，30日未満までは約 31%，30日以上は約 69%
となっている。 

 
① ポンプ場年間放流日数 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
（注１）各公共団体において、実際の越流状況は、自然吐き口では把握していない。 

（注２）排水区域によっては、区域内に分流式及び合流式が混在している、管渠等への侵出水が

多量である、ポンプ場の雨天時における断続運転を含め運転回数のみで正確な放流日数は把握困

難である等、アンケート結果の一部は必ずしも合流式下水道のみに起因している放流日数を表し

ていないものもある。また、排水区によっては、放流先の河川水位が高い場合のみポンプを使用

し、それ以外は自然排水している箇所もあり、アンケート結果のポンプ場の運転日数が全ての放

流日数ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放流日数 箇所数 割合(％) 
10 日未満 21 5 
10～20 日 43 10 
20～30 日 67 16 
30～40 日 87 20 
40～50 日 72 17 
50～60 日 41 9 
60 日以上 97 23 
計 428 100 
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10～20 日 
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20～30 日 
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30～40 日 
20% 

40～50 日 
17% 

50～60 日 
9% 

60 日以上 
23% 

図３－１８ ポンプ場年間越流日数 
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３．２．３ 簡易処理の状況 
 終末処理場の簡易処理方式は，ほとんどの箇所で沈殿処理＋塩素消毒が行われている。また，

簡易処理放流日数は，60 日以上の処理場が約 65%を占め最も多く存在する。 

 
① 簡易処理方式別の箇所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 簡易処理放流日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 主な簡易処理のしくみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処理方式 箇所数 割合(％) 
沈殿 6 3 
沈殿＋消毒 213 93 
その他 8 4 
計 227 100 

放流日数 箇所数 割合(％) 
10 日未満 4 2 
10～20 日 8 4 
20～30 日 9 5 
30～40 日 9 5 
40～50 日 13 7 
50～60 日 24 12 
60 日以上 127 65 
計 194 100 

沈殿 
3% 

沈殿＋消毒 
93% 

その他 
4% 

50～60 日 
12% 60 日以上 

65% 

10 日未満 
2% 
10～20 日 
4% 

40～50 日 
7% 

30～40 日 
5% 

20～30 日 
5% 

＊ 未回答＝13 箇所 

図３－２１ 主な簡易処理のしくみ 

その他の処理方式 

高級処理，スワール分水槽 

消毒のみ，未処理 

図３－１９ 簡易処理方式別の箇所数 

図３－２０ 簡易処理放流日数 
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（簡易水処理施設） 
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（簡易水処理施設） 

流入 
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３．２．４ 未処理放流等の放流先の状況 
（１）未処理放流等の放流先の水質環境基準設定状況 

 放流先水質環境基準の設定状況は，海域が 92％，河川が 90％，湖沼が 100％設定されてい

る。その設定の内訳では，湖沼が最も厳しく AA類型が 82％を占めている。それに対し，河川

や海域では，AA類型はないものの概ね幅広い類型指定となっている。 
  注）水質環境基準の設定状況は，回答が得られたデータのみで作成している。 

 

表３－７ 放流先別の水質環境基準設定状況 

類型 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 指定なし 計 

海域 － 43 79 127 － － 22 271 

湖沼 9 2 － － － － － 11 

河川 － 171 363 421 411 325 194 1,885 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３－２２ 放流先別の水質環境基準設定の割合 
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（２）放流先の水質環境基準達成状況 

 水質環境基準が設定されている未処理放流等の放流先については，河川では，概ね 50%程度，

海域では約 30%程度が水質環境基準を達成している状況である。湖沼については，全く水質環

境基準を達成していない。  

 

表３－８ 放流先別の水質基準達成状況 
項 目 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 総計 
達 成 － 8 28 37 － － 73 

海域 
未達成 － 35 51 90 － － 176 
達 成 0 0 0 0 － － 0 

湖沼 
未達成 4 2 0 0 － － 6 
達 成 0 92 243 244 250 126 955 

河川 
未達成 0 79 120 177 161 199 736 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２３ 放流先別の水質環境基準達成状況 
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（３）放流先の水利用の状況 

 合流式下水道の吐き口下流にある水利用状況について，主な例として水道水源 32 件，水浴場
114件，親水利用 486 件存在している。また，全箇所 3,149件のうち，約 21％にあたる 1,570
箇所は水利用が存在していない。 
 注）今回のデータは，回答があったものだけで作成しており，複数回答もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他の水利用；火力発電所，消雪用水等がある 

図３－２４ 放流先の水利用状況 

表３－９ 放流先の水利用状況 

水利用状況

箇所数 ％ 箇所数 ％ 箇所数 ％ 箇所数 ％

水道水源 16 0.7% 6 1.0% 10 4.0% 32 1.0%

水浴場 93 4.0% 12 2.0% 9 3.6% 114 3.6%

親水利用 409 17.7% 60 10.2% 17 6.7% 486 15.4%

養殖場 45 2.0% 16 2.7% 13 5.2% 74 2.4%

漁場 230 10.0% 80 13.6% 38 15.1% 348 11.1%

農業用水 74 3.2% 36 6.1% 11 4.4% 121 3.8%

工業用水 15 0.7% 13 2.2% 4 1.6% 32 1.0%

船舶係留場 246 10.7% 56 9.5% 16 6.3% 318 10.1%

港湾 3 0.1% 12 2.0% 6 2.4% 21 0.7%

その他 1 0.0% 0 0.0% 1 0.4% 2 0.1%

不明 711 30.8% 153 25.9% 63 25.0% 928 29.5%

無し 462 20.0% 146 24.7% 64 25.4% 672 21.4%

計 2,305 100% 590 100% 252 100% 3,149 100%
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３．２．５ 合流式下水道改善計画と施策の実施の状況 
（１）改善計画の立案状況 

 合流式下水道改善計画は約 1／3の 60 都市で立案されている。各都市で立案されている長・
中期計画は，分流式下水道並みの負荷削減が多く，短期計画では，管渠の増強（浸水解消）と

夾雑物対策が最も多くなっている。 
 

① 改善計画の有無 

 
 都市数 比率(％) 
有 60 31.3 
無 132 68.8 
計 192 100 

 

 

 
② 改善計画の目標設定（長期・中期） 

 
 都市数 比率(％) 
分流式下水道並み 36 17.2 
完全分流化 4 1.9 
水濁法排水基準並み 3 1.4 
水環境目標像の達成 5 2.4 
未処理放流の解消 4 1.9 
環境基準の達成 2 1.0 
全量消毒 2 1.0 
策定中 5 2.4 
その他 7 3.3 
計画未策定 141 67.5 
計 209 100 

 

 

③ 改善計画の目標設定（短期） 

 
 都市数 比率(％) 
管渠の増強(浸水解消) 9 4.4 
夾雑物対策 9 4.4 
遮集量の増大 2 1.0 
問題箇所の改善 2 1.0 
簡易処理の高度化 2 1.0 
高級処理量の増大 1 0.5 
放流回数の低減 1 0.5 
分流式下水道並み 7 3.4 
その他 4 2.0 
計画未策定 166 81.8 
計 203 100 

注）複数回答あり。 

計画未策定 
166 都市(81.8%) 

越流回数の低減 
1 都市(0.5%) 

その他 
4 都市(2.0%) 

遮集量の増大 
2 都市(1.0%) 

問題箇所の改善 
2 都市(1.0%) 

分流式下水道 
並み 
7 都市(3.4%) 

簡易処理の 
高度化 
2 都市(1.0%) 高級処理量 

の増大 
1 都市(0.5%) 

夾雑物対策 
9 都市(4.4%) 

管渠の増強 
（浸水解消） 
9 都市(4.4%) 

有 
60 都市(31.3%） 

無 
132 都市(68.8%) 

分流式 
下水道並み 
36 都市(17.2%) 水濁法排水 

基準並み 
3 都市(1.4%) 

完全分流化 
4 都市(1.9%) 

水環境目標像 
の達成 
5 都市(2.4%) 

その他 
7 都市(3.3%) 策定中 

5 都市(2.4%) 

全量消毒 
2 都市(1.0%) 

環境基準の達成 
2 都市(1.0%) 

未処理放流 
の解消 
4 都市(1.9%) 計画未策定 

141 都市(67.5%) 

注）複数回答あり。 

図３－２５ 改善計画の有無 

図３－２６ 改善計画の目標設定（長期・中期）

図３－２７ 改善計画の目標設定（短期） 
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（２）改善計画を策定していない理由 

 改善計画を策定していない全都市に対して行った調査では，策定を行っていない理由として

は，未整備区域を優先させる必要性が約 40%と最も多く挙げられている。 

 また，整備率が 50%未満の都市の対策が遅れている理由としては，未整備区域を優先させる

理由が約 60%と高く，その他，財政的な問題と浸水対策の優先がそれぞれ 6%程度あげられてい

る。 

 注）回答については，複数回答もある。 

 

① 改善計画を策定していない理由 

 
 都市数 比率(％) 
未整備区域を優先 62 42.5 
財政的な問題 20 13.7 
検討中 20 13.7 
対策の必要なし 17 11.6 
すでに対策済み 7 4.8 
浸水対策が優先 10 6.8 
浸入水対策が優先 2 1.4 
改築・更新と調整が必要 2 1.4 
市街地再開発との調整
が必要 

1 0.7 

その他 5 3.4 

計 146 100 

 

 

 

② 改善計画を策定していない理由（整備率が 50％未満の都市） 

 
 都市数 比率(％) 
未整備区域を優先 30 42.5 
財政的な問題 3 13.7 
検討中 5 13.7 
対策の必要なし 6 11.6 
すでに対策済み 0 4.8 
浸水対策が優先 3 6.8 
浸入水対策が優先 1 1.4 
改築・更新と調整が必要 0 1.4 
市街地再開発との調整
が必要 

0 0.7 

その他 2 3.4 

計 50 100 

 

 

 

 

 

 

その他 
5 都市(3.4%) 

浸入水対策 
が優先 
2 都市(1.4%) 

改築・更新と 
調整が必要 
2 都市(1.4%) 

市街地再開発と 
の調整が必要 
1 都市(0.7%) 

浸水対策 
が優先 
10 都市(6.8%) 

すでに対策済み 
7 都市(4.8%) 

対策の必要なし 
17 都市(11.6%) 検討中 

20 都市(13.7%) 財政的な問題 
20 都市(13.7%) 

未整備区域 
を優先 
62 都市(42.5%) 

その他 
2 都市(4.0%) 

浸入水対策 
が優先 
1 都市(2.0%) 浸水対策が優先 

3 都市(6.0%) 

対策の必要なし 
6 都市(12.0%) 

検討中 
5 都市(10.0%) 

財政的な問題 
3 都市(6.0%) 

未整備区域 
を優先 
30 都市(60.0%) 

注）未回答都市＝69 

注）未策定及び未回答都市＝18 

図３－２８ 改善計画を策定していない理由 

図３－２９ 改善計画を策定していない理由（整備率が 50％未満の都市）
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（３）対策の実施状況 

 合流改善対策として対策を実施している都市は，36 都市，19%を占め，未実施都市は 156都

市となっている。雨水貯留施設の設置が，最も多く，その他，管渠施設の増強も多く行われてい

る。 

 注）回答については，複数回答もある。 

 

表３－１０ 合流改善対策の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分流化 
6 都市(11.5%) 

管渠施設増強 
8 都市(15.4%) 

浸透施設 
1 都市(1.9%) 消毒施設 

1 都市(1.9%) 
その他 
2 都市(3.8%) 

スクリーン 
5 都市(9.6%) 
スワール 
1 都市(1.9%) 

ポンプ場増・改築 
5 都市(9.6%) 

分合流改善 
1 都市(1.9%) 

雨水貯留施設 
22 都市(42.3%) 

都市数 都　　　　　　　　市　　　　　　　　名
雨水貯留施設 22 札幌市，青森市，足利市，川口市，千葉市，木更津市，東京都区部，八王子

市，横浜市，川崎市，富山市，金沢市，名古屋市，四日市市，京都市，大阪
市，神戸市，大和郡山市，広島市，高松市，川之江市，北九州市

分合流改善 1 大津市
管渠施設増強 8 桐生市，東京都区部，相模原市，富山市，尼崎市，明石市，福山市，松山市
分流化 6 北見市，高崎市，尼崎市，松山市，北九州市，福岡市
ポンプ場増・改築 5 桐生市，富山市，金沢市，清水市，一宮市
スワール 1 松山市
スクリーン 5 仙台市，東京都区部，茅ヶ崎市，名古屋市，豊橋市
消毒施設 1 川崎市
浸透施設 1 尼崎市
その他 2 東京都区部，大阪市

計 52
注）未策定及び未回答都市＝156

図３－３０ 改善対策の進捗状況 
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３．２．６ 対策が遅れている理由の解析 
 改善計画が立案されているものの，計画どおりに改善が進まないのは，約半分の都市で財政的

な問題を挙げている。また，整備率が 50%未満の都市では，約７割の都市が財政的な問題が挙
げており，次に多いのが，他事業との調整問題であった。 
 注）回答については，複数回答もある。 

 
① 計画通りにいかない理由 

 
 都市数 比率(％) 
財政的な問題 13 43.3 
設置場所の問題 5 16.7 
改築・更新との調整問題 2 6.7 
他事業との調整問題 6 20.0 
その他 4 13.3 

計 30 100 

 

 

 

 

② 改革通りにいかない理由（整備率が 50％未満の都市） 

 
 都市数 比率(％) 
財政的な問題 2 66.7 
設置場所の問題 0 0 
改築・更新との調整問題 0 0 
他事業との調整問題 0 0 
その他 1 33.3 

計 30 100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 
4 都市(13.3%) 

他事業との  
調整問題 
6 都市(20.0%) 

改築・更新事業 
との調整問題 
2 都市(6.7%) 

設置場所の問題 
5 都市(16.7%) 

財政的な問題 
13 都市(43.3%) 

その他 
1 都市(33.3%) 

財政的な問題 
2 都市(66.7%) 

注）未策定及び未回答都市＝170 

注）未策定及び未回答都市＝170 

図３－３１ 計画通りにいかない理由 

図３－３２ 改革通りにいかない理由（整備率が 50％未満の都市） 


